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平成 17 年 10 月 11 日 

企業会計基準委員会 御中 
 
 

社団法人 日本貿易会 
                                   経 理 委 員 会 

 
「その他資本剰余金の処分による配当を受けた株主の 

会計処理（案）」に関するコメントについて 
 
拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 
９月７日に貴会より公表されました公開草案に対しまして、意見を表明する機会を頂き感

謝致します。 
当会において検討致しました結果、次の通り意見を提出させて頂きますので、今後の審議

においてご配慮頂きたく、よろしくお願い申し上げます。 
敬具 

 
1. 第５項(２)について記述が分かり難い様に感じます。恐らく、結合後企業のその他資

本剰余金の処分による配当が、実質的に企業再編直前の投資先企業（例えば、合併の

場合の消滅会社、株式移転の場合の完全子会社）の留保利益相当額からの配当である

ことが確認できる場合において、配当を受領した株主が投資先企業の株式の交換損益

を認識していないときは、受取配当金の計上が可能であることを指していると思われ

ますが、こうしたものも、ここでの記述に含まれるのか分かるような記載にして頂き

たい。 
 

2. 第６項について、「その他利益剰余金の処分によるものか、その他資本剰余金の処分

によるものかが不明な場合は、受取配当金に計上できるものとする。その後、その他

資本剰余金によるものであることが判明した場合は、その時点で修正する会計処理を

行う。」とあるが、一旦収益認識した後、修正によって収益が取り消される、という

処理が認められれば財務報告の信頼性が著しく損なわれる恐れがある。「取締役会等

の会社の意思決定機関で定められた配当金の原資（その他資本剰余金またはその他利

益剰余金）を速やかに公表することが望ましい」との規定を原則強制化し、その上で、

「受取配当金に計上することが明らかに合理的である場合は、受取配当金に計上でき

るものとする」とするのがより適当ではないかと考えます。 

 

                                以  上 
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